
 

 

宗教的理由等による輸血拒否に関する当院の方針 

 

当院では、輸⾎を⾏わずに治療ができるよう最⼤限の努⼒をしております。しかし、輸⾎によって 

救命･生命維持ができる可能性があると医師が判断した場合には、輸⾎を実施するという方針で対応

させていただきます（いわゆる「相対的無輸⾎」）。  

ご理解・ご協⼒のほどお願いいたします。 

また、絶対的無輸⾎を誓約する免責証明書等に、署名・捺印等は⾏いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 これは、京都民医連中央病院における「エホバの証人」信者が宗教的理由により輸血

を拒否する場合の治療に関するガイドラインである。 

 京都民医連中央病院は、1997 年に「エホバの証人」信者の方々を中心とする輸血拒

否に関する基本的見解をはじめて表明した。その見解では、「医療者の 救命義務」を

優先することが明言され、「どうしても必要な輸血は行う」という態度表明がなされた。し

かし近年、日本全体で「患者の自己決定権」を重視する 潮流が高まりつつあり、当院は

2003 年に「患者の自己決定権を守り発展させる」ことを約束した「患者様の権利章典」を

制定した。このような状況の変化に 対応して、このたび当院では、「医療者の救命義

務」ではなく「患者の自己決定権の尊重」を優先することとし、倫理委員会の審議を経て、

新しいガイドライン を作成した。 

  

Ⅰ．基本原則 

（１）「エホバの証人」を信仰する患者からの宗教的理由による輸血拒否がある場合には、

患者の自己決定権を優先して尊重することとし、下記に定めるルールに従って、治療を

行う。 

（２）このガイドラインは、「エホバの証人」の信者である可能性がある場合に適用する。

「エホバの証人」の信者でないことが明らかな場合には、必要に応じて輸血を行う。 

（３）無輸血で治療を行うことが患者の生命に危険を生じさせることが確実な場合であっ

ても、患者が宗教上の理由により輸血を望まない場合には、輸血を行わない。 

（４）いずれの場合にも、輸血の可能性のある医療行為を行う必要がある場合には、説

明を十分に行い、同意書に署名を求める。 

（５）このガイドラインを適用して輸血または無輸血の治療を行う場合は、事前または事

後に病院長に報告する。 

  

Ⅱ．共通事項 

（１）Ⅲの対応方針に定めるいずれの場合においても、判断及び決定は、特に定める場

合を除き、医師１名以上を含む医療従事者３名により行う。 

（２）主治医または治療を担当する医師は、このガイドラインに従って決定される治療内

容が、自らの価値観に反しており、それが耐え難いと感じる場合、他の医師と交代する

ことができる。 



（３）患者本人が「エホバの証人」の信者であることが明らかであるかまたは推定される

場合には、治療を開始する 前に、輸血をしないで治療を行うことが生命の危険を招く可

能性があること、無輸血治療の場合には十分な治療が施せない可能性が高いこと等、

輸血をしないこ とにより想定される結果及び輸血をした場合の可能性について、十分

に患者本人及び患者を保護する立場にある者に説明し、理解を得るように努める。 

（４）輸血に関する患者の意思は、教団発行の「医療に関する継続的委任状」、自筆の

「事前指示書」もしくは「免 責証明書」、または患者が自己の意思を事前に明示している

その他の文書（これらを総称して以下、「事前指示文書」という）を患者が保持している

か否かに よって確認する。事前指示文書を保持していない時は、以下の対応方針のそ

れぞれ該当する場合の条件により判断する。 

（５）無輸血治療が困難と判断した場合、「エホバの証人」の医療機関連絡委員会へ連

絡して協議するとともに、患者が希望するときには、転院を勧めることができる。 

（６）患者本人が「エホバの証人」であることがいずれの方法によっても確認できない場

合には、患者はエホバの証人の信者ではないと判断し、医療上の必要に応じて輸血を

行う。 

（７）輸血治療を行った後に、患者が「エホバの証人」の信者であり輸血を望んでいなか

ったことが明らかになった場合は、事後の精神的ケアについて十分な配慮を行う。 

  

Ⅲ．対応方針 

Ａ．患者本人が１８歳以上の場合Ａ．患者本人が１８歳以上の場合Ａ．患者本人が１８歳以上の場合Ａ．患者本人が１８歳以上の場合    

１．患者本人に意思決定能力がある場合 

（１）「エホバの証人」を信仰しているために輸血を望まない場合は、本人の意思を尊重

して、輸血を行わず、無輸血治療を行う。 

 この判断を行うにあたり、患者の意思は、事前指示文書を保持しているか否かによっ

て確認する。いずれの事前指示文書も保持していない場合、可能であれば、本人の署

名する「免責証明書」を求める。 

（２）「エホバの証人」を信仰しているが、輸血による治療を許容する場合は、輸血同意

書に署名を求める。 

（３）患者の意思決定能力の有無に疑義がある場合には、医師 1 名以上を含む医療従

事者 3 名により判断する。 

  



２．患者本人に意思決定能力がない場合 

（１）患者本人が「エホバの証人」を信仰しているため、宗教上の理由から輸血を望まな

いことが明らかな場合は、本人の意思を尊重して、輸血を行わず、無輸血治療を行う。 

• a）この判断を行うときは、次のいずれかの条件を満たしていることを確認する： 

i)患者が事前指示文書を保持していること、 

または 

ii)患者を保護する立場にある者が、何らかの証拠をもって本人の信仰内容を明らかに

すること 

• b）i)または ii)について疑義があるときは、「エホバの証人」の医療機関連絡委員会に

連絡して、本人の信仰を確認する。 

（２）患者本人が「エホバの証人」を信仰していることが明らかでない場合は、医療上の

必要に応じて輸血を行うことができる。 

（３）患者本人は「エホバの証人」を信仰しているが、患者本人の事前の意思表明により、

または患者を保護する立場にある者の判断により、輸血による治療を許容する場合は、

輸血を行う。 

（４）患者の意思決定能力の有無に疑義がある場合には、医師 1 名以上を含む医療従

事者 3 名により判断する。 

  

Ｂ．患者本人が１５歳以上１８歳未満の場合Ｂ．患者本人が１５歳以上１８歳未満の場合Ｂ．患者本人が１５歳以上１８歳未満の場合Ｂ．患者本人が１５歳以上１８歳未満の場合    

１．患者本人に意思決定能力がある場合 

（１）患者本人が「エホバの証人」の信者であるが、輸血を希望する場合は、輸血を行う。 

この場合、親権者または患者を保護する立場にある者（以下「親権者等」という。）の同

意を必要としない。 

（２）患者本人が「エホバの証人」の信者であり、宗教上の理由から輸血を拒否し、親権

者等も患者への輸血を拒否する場合は、輸血を行わず、無輸血治療を行う。 

この場合、本人による事前指示文書に加えて、親権者等の署名する「免責証明書」を求

める。 

（３）患者本人が「エホバの証人」の信者であり、宗教上の理由から輸血を拒否するが、

親権者等が１人でも輸血を希望する場合は、できるだけ無輸血治療を行うが、輸血が

必要な場合は、輸血を行う。 

（４）患者の意思決定能力の有無に疑義がある場合には、医師 1 名以上を含む医療従

事者 3 名により判断する。 



  

２．患者本人に意思決定能力がない場合 

（１）患者本人が「エホバの証人」の信者であり、事前指示文書がある場合は、以下のよ

うに対応する。 

• a）事前指示文書により輸血を希望するときは、輸血を行う。 

• b）事前指示文書により輸血を拒否し、親権者等も患者への輸血を拒否するときは、輸

血を行わず、無輸血治療を行う。 

この場合、親権者等の署名する「免責証明書」を求める。 

• c）事前指示文書により輸血を拒否しているが、親権者が１人でも輸血を希望するとき

は、できるだけ無輸血治療を行うが、輸血が必要なときは、輸血を行う。 

（２）患者本人による事前指示文書がない場合は、以下のように対応する。 

• a）患者本人の信仰にかかわらず、親権者が１人でも輸血を希望するときは、輸血を行

う。 

• b）患者本人が「エホバの証人」の信者であることを親権者全員が肯定し、輸血を拒否

するときは、親権者に対して輸血の必要性及び無輸血治療に伴う 危険性について十分

な説明をした上で、それでもなお輸血を拒否するときは、輸血を行わず、無輸血治療

を行う。この場合、親権者全員の署名する「免責証明 書」を求める。 

• c）患者本人は「エホバの証人」の信者ではないことを親権者が確認している場合、ま

たは信者であるか否かについて親権者の意見では確認できない場 合で、それでも親権

者全員が輸血を拒否するときは、親権者に対して輸血の必要性及び無輸血治療に伴う

危険性について十分な説明をした上で、それでもなお輸 血を拒否するときは、児童相

談所に通告・相談し、その判断を得て輸血を行う。 

（３）患者本人による事前指示文書がなく、親権者がいない（見つからない）場合は、以

下のように対応する。 

• a）主治医及び治療・看護担当者が、患者本人の日常的な言動から「エホバの証人」の

信者であって輸血を拒否する意思を表明していたことを確認するときは、輸血を行わ

ず、無輸血治療を行う。 

• b）主治医及び治療・看護担当者が、患者本人が「エホバの証人」の信者であって輸血

を拒否する意思を表明していたことを確認できないときは、輸血を行うことができる。 

（４）患者の意思決定能力の有無に疑義がある場合には、医師 1 名以上を含む医療従

事者 3 名により判断する。 

  



Ｃ．患Ｃ．患Ｃ．患Ｃ．患者本人が１５歳未満の場合者本人が１５歳未満の場合者本人が１５歳未満の場合者本人が１５歳未満の場合    

（１）患者本人の信仰がどのようなものであれ、患者自身が輸血を希望する場合または

患者本人の意思が明らかではない場合は、輸血を含む必要な治療を行う。 

 この場合、患者本人が輸血を受ける意思を示しているにもかかわらず、親権者全員が

輸血を拒否するときは、親権者に対して輸血の必要性及び無輸血治療に伴 う危険性

について十分な説明をした上で、それでもなお輸血を拒否するときは、児童相談所に通

告・相談し、その判断を得て輸血を行う。 

（２）患者本人が信仰を理由にして輸血を拒否している場合でも、それのみでは有効と

せず、輸血の可否は、本人及び親権者に対して輸血の必要性及び無輸血治療に伴う

危険性について十分な説明をした上で、次のルールに従う。 

• a）親権者が 1人でも輸血を希望する場合、輸血を行う。 

• b）親権者の全員が輸血を拒否する場合、輸血を行わず、無輸血治療を行う。この場合、

本人及び親権者双方の署名する「免責証明書」を求める。 

  

Ｄ．生命の危険を伴う緊急事態で、事前指示文書がなく、本人の意思も確認できず、Ｄ．生命の危険を伴う緊急事態で、事前指示文書がなく、本人の意思も確認できず、Ｄ．生命の危険を伴う緊急事態で、事前指示文書がなく、本人の意思も確認できず、Ｄ．生命の危険を伴う緊急事態で、事前指示文書がなく、本人の意思も確認できず、

また親権者や親族、代理人等の患者本人に関係する者が立ち会っていない場合、輸また親権者や親族、代理人等の患者本人に関係する者が立ち会っていない場合、輸また親権者や親族、代理人等の患者本人に関係する者が立ち会っていない場合、輸また親権者や親族、代理人等の患者本人に関係する者が立ち会っていない場合、輸

血を含む必要な医療行為を行うこ血を含む必要な医療行為を行うこ血を含む必要な医療行為を行うこ血を含む必要な医療行為を行うことができる。とができる。とができる。とができる。    

  

  

Ⅳ． このガイドラインに定める手順で解決困難な事態が生じた場合 

（１） ２名以上の医師を含む医療従事者３名以上で相談し、輸血の有無を含む治療方

針を決定し、速やかに病院長に報告する。病院長はこの方針の可否について倫理委員

会に意見を求めたのち、この治療方針の可否を判断して、主治医または担当医師に通

知する。 

（２）（１）にかかわらず、緊急の判断が必要な場合は、２名以上の医師を含む医療従事

者３名以上で相談し、方針を決定し、速やかに病院長に報告し、病院長は倫理委員会

に報告する。 

（３）「エホバの証人」（「ものみの塔」）との協議が必要と判断される場合は、「エホバの

証人」の医療機関連絡委員会に連絡する。 



 


